
総行公第７７号
平成２１年１２月２日
　各 都 道 府 県 知 事
　各 指 定 都 市 市 長　　殿
　各人事委員会委員長
総務副大臣　渡　辺　　　周　　　　　　
　　　一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律における地方公務員法の一部改正及び国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律における地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正等の施行について（通知）
一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（平成21年法律第86号。以下「改正給与法」という。）が11月30日公布され、同法の中で、地方公務員法（昭和 25年法律第261号。以下「地公法」という。)について一部改正が行われました。
　また、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（平成21年法律第93号。以下「改正育休法」という。）が同日公布され、同法の中で、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「地方育休法」という。）等について一部改正が行われました。
貴職におかれては、地域の実情を踏まえつつ、下記事項に留意の上、これらの施行に遺漏のないよう格別の御配慮をお願いします。
　なお、地公法及び地方育休法の一部改正に係る条例参考例等については、別途通知する予定ですので、これらも参考の上、所要の措置を講ずるようお願いします。
　おって、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知願います。
　本通知は、地公法第59条（技術的助言）及び地方自治法第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。
記
第１　改正給与法関係
　一　改正の趣旨
　　　改正給与法は、本年８月11日の一般職の職員の給与の改定に関する人事院勧告を踏まえ、一般職の国家公務員について、月に六十時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合を百分の百五十に引き上げる（一般職の職員の給与に関する法律の改正）とともに、月に六十時間を超える超過勤務に係る超過勤務手当の支給割合と本来の支給割合との差額分の手当の支給に代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（超勤代休時間）を指定することができる制度を新設する（一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律の改正）等の改正を行っている。
地方公務員については、原則として月に六十時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合の引上げについて定めた労働基準法の一部を改正する法律(平成20年法律第89号)による改正後の労働基準法（昭和22年法律第49号。以下「労基法」という。）第37条第１項ただし書の規定が直接適用されるが、いわゆる非現業の地方公務員については、国家公務員の取扱いが未定であったことから代替休暇に係る同条第３項の規定は適用除外とされていたところ、今般、非現業の国家公務員について労基法を踏まえた改正が行われたことを踏まえ、非現業の地方公務員についても、所要の読替えを行った上で、労基法第37条第３項の規定を適用することとしたものであること。
　二　地公法の一部改正（第９条）
労基法第37条第３項を読み替えて適用し、月に六十時間を超える時間外勤務に係る時間外勤務手当の支給割合と本来の支給割合との差額分の時間外勤務手当の支給に代えて有給の休暇を与えることを条例で定めた場合において、職員が当該休暇を取得したときは、当該取得した休暇に対応する差額分の時間外勤務手当の支給を要しないものとすること。（第58条第３項、第４項関係）
三　施行期日（附則第１条）
平成22年４月１日から施行すること。 
四　その他
　　労基法第37条第１項ただし書の規定が適用される地方公共団体においては、国との権衡を考慮し、同条第３項の代替休暇に係る条例の規定を整備する必要があること。
なお、「常時使用する労働者の数が三百人以下」の地方公共団体については、労基法第138条の規定により、当分の間、労基法第37条第１項ただし書の規定が適用されないところであるが、地方公共団体の職員の給与は、国や他の地方公共団体との均衡を考慮することが必要であり、「常時使用する労働者の数が三百人以下」の地方公共団体についても、国の制度を基本としつつ、適切に対処されたいこと。
第２　改正育休法関係
　一　改正の趣旨
改正育休法は、本年８月11日の人事院からの意見の申出を踏まえ、一般職の国家公務員について、その配偶者が育児休業をしている場合においても育児休業、育児短時間勤務及び育児時間の承認の請求をすることができるものとすること等の改正を行っている。
地方育休法の改正は、これとの権衡を考慮し、国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第109号）の改正と同様の措置を講ずる改正を行ったものであること。
　二　地方育休法の一部改正（附則第５条）
　　１　配偶者が地方育休法により育児休業をしている職員についても、育児休業をすることができるものとすること及び子の出生の日から一定期間内に最初の育児休業をした職員について、再度の育児休業をすることができるものとすること。（第２条第１項関係）
　　２　配偶者が地方育休法により育児休業をしている職員についても、育児短時間勤務をすることができるものとすること。（第10条第１項関係）
　　３　配偶者が地方育休法により育児休業をしている職員についても、部分休業の承認を請求することができるものとすること。（第19条第１項関係）
　三　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）の一部改正（附則第７条）
　　　特定地方独立行政法人の職員に関する地方育休法第２条第１項の規定の適用について、必要な読替規定を整備すること。（第53条第５項関係）
　四　施行期日（附則第１条）
　　　平成22年６月30日までの間において政令で定める日から施行すること。
